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背景（過去の調査結果）

〇令和３年度 教職員の勤務実態に関する調査報告書（県立学校）

〇令和４年 埼玉県教育局県立学校部県立学校人事課の調査結果

【副校長・教頭の直面する状況】
平日１日当たり・時間外在校等時間
（副校長・教頭・主幹教諭）

会議、打ち合わせ、資料作成、調査回答等

時間外業務の70％以上

〇「教職員の働き方改革に係る調査研究」をそれぞれで実施

県立学校人事課

高等学校等副校長・教頭会研究部会

県立総合教育センター

２時間以上



目的・仮説

「資料作成・調査回答等」に

かかる時間を短縮できれば、

時間外在校等時間の削減が

可能ではないか。

総合教育
センター

県立高等
学校等

教頭会

県立学校
人事課

コラボレーション体制 仮説とアプローチ

研究を一本化・各組織の強みを生かす

【教頭会誌_Ⅰ２_高校教育部会研究報告】より



目的・仮説

ルールの不統一

・提出方法が箇所によってバラバラ（BOX,メール,kintoｎe・・・）

・件名やファイル名のフォーマットが統一されていない

属人化と引継ぎの壁

・年度末業務の引継ぎ方法に個人差が多い

・前任者のデータフォルダ分類が不明瞭で探せない

「資料作成・調査回答等」の何に時間がかかっている



令和６年度

〇副校長・教頭会研究部会へ調査を依頼

〇県立学校長経験者への調査

〇他県の取組調査

令和７年度

〇業務が集中する年度末・年度当初の

ToDoリストを全県で共有化

〇活用調査

研究方法



研究方法

業務が集中する年度末・年度初めのタスクを
「ToDoリスト」として共通化

（共通）文章編成作業
（高）県教委への報告対応
（特）入学選抜会議

ToDoリストによる
業務の可視化

・属人化により可視化され
ていない業務

・引継ぎ不十分で把握しず
らい業務



研究方法（ToDoリスト）

 校内 入試 報告等
年度末

２月 (共) 分掌総括 (高) 校内入試業務間の業務調整 (共) 人権教育の実践状況調査
(共) 学校評議員会・学校評価懇話会(ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽｸｰﾙ以外) (高) 県報告対応 (共) ハラスメントに関する苦情相談件数等調査
(共) 自己評価シート最終評価関係業務 (高) 学力検査用務 (共) 「埼玉教育」執筆候補者等の推薦
(共) 来年度人事対応及び分掌編成作業 (特) 入学選考 (共) 大学等との連携に関する調査
(共) 学校運営協議会（評価懇話会）(ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽｸｰﾙ) (特) 入学選考会議 (共) 中堅教諭資質向上研修に係る報告書
(共) 卒業式来賓通知 (特) 入学許可候補者数報告 (共) ミニ研修（Ｎ字型の研修）報告
(高) ３年次成績会議及び卒業認定 (特) 卒業進級認定会議 (共) はつらつ教職員及びれんたつ教職員の講師派遣状況報告

(特) 重複申請報告
(特) スクールバス関係報告
(特) 幼児児童生徒数報告
（特) 特支幼児児童生徒数等見込調査（第３回）報告

３月 (共) 来年度人事対応及び分掌編成作業 (共) 入学許可候補者説明会 (共) 長期休業日届
(共) 卒業式準備 (高) 県報告対応 (共) 体罰問題行動調査
(共) 卒業起案 (高) 欠員補充 (共) 学校評議員報告
(共) 第一回職員会議資料準備 (高) 転編入試 (共) 学校自己評価システムシート最終報告
(共) 各種票簿作成・点検 (高) 新入生学習環境配慮対応 (共) 現在籍者の年次研修対象者報告
(共) 新年度の割振り変更簿作成 (特) 入学選考後の志願者対応 (共) 「協調学習マイスター」教員活動状況報告
(共) 県通知文等キャビネット移動 (共) 健康管理医の執務報告
(共) 入学式来賓通知 (共) 教職員定数の増減に伴う校務用コンピュータの過不足調査
(共) 文書廃棄起案 (共) 学校評議員に係る報告書の提出
(高) 成績不振者対応 (共) コンピュータ機器等の賃貸借契約に係る補助検査
(高) 成績会議 (共) 教育の情報化の実態等における調査

(共) 学習用アカウントに関わる卒業生及び次年度入学生情報の提出
(共) 特別支援教育に関する調査
(高) 運動部活動サポート事業の指導者派遣報告
(特) 支援籍の取組報告
(特) 次年度教育課程１次報告
(特) 全国体力運動能力児童生徒数報告
(特) 学校運営協議会活動報告

年度始
４月 (共) 新着任管理職の辞令交付式 (高) 転編入試 (共) 転入者の年次研修対象者報告

(共) 新転任教職員及び非常勤辞令交付式・諸手続き (共) 校務分掌報告
(共) 入学式準備 (共) 生徒異動報告
(共) Ｑドライブの設定（Share04又はShare03）を行う (共) 学校外における学修の単位認定報告書
(共) 着任式 (共) 初任者研修に係る指導教員等の報告
(共) 第一回職員会議指示連絡 (共) 臨時的任用教員研修対象者報告
(共) 進級起案 (共) 中堅教諭等資質向上研修評価（案）の提出
(共) DocuWorksのリンクフォルダのリンク付け (共) 研修教員研修計画書（案） の提出
(共) 危機管理マニュアル作成 (共) 特別支援学校中学部・高等部及び専攻科卒業者の進路状況調査
(共) 臨時的任用教諭研修 (共) 学年末休業日及び春季休業日における教育職員の研修の報告
(共) 会計年度職員の勤務時間割振り変更簿作成 (共) 職員事故に係る労働者死傷病報告
(共) PTA後援会打合せ (共) 新任保健主事研修会対象者報告

(共) 総務事務勤務予定表一覧の作成 (共)
初任者研修に係る学校研修計画書・学校研修報告書及び週時程表
の提出

(共)
教科書選定委員会、教育課程委員会等の各種委員
会の開催（立ち上げ）

(共)
特別支援学校初任者研修会場校研修及び食農教育体験研修参加
希望日程の報告

(共)
総務事務システムで任期付き職員の年次休暇の手
入力（臨時的任用教員は自動付与）

(共)
特別支援学校新担当教員研修及び特別支援教育コーディネーター
研修会の受講者推薦の報告

(共)
転入者の割り振り変更簿（調整・振替）写し、病休簿
写しのファイリング

(高) 運動部活動サポート事業の指導者派遣報告

(共)
（県庁LAN新規の場合）事務室から
ﾊﾟｿｺﾝのIDとﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ及びｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄｼｽﾃﾑへのﾛｸﾞｲﾝ
に係る情報の２点を用いて、県庁LANにﾛｸﾞｲﾝする。

(共)

総務事務システムで「勤務区分の設定」
　・長期休業期間の勤務の割り振り変更
　・文化祭や授業公開日の週休日の変更
　・短時間勤務の先生の勤務時間を設定
　（週休日や短時間のAB週組合せに注意）

(高) 対面式や年次集会（２・３年次）のあいさつ準備
(高) 文書廃棄
(高) 離任式通知
(高) ＡＬＴ派遣会議
(特) スクールバス連絡協議会　　

(特)
(特)
(特)
(特)
(特)

高校通級連絡協議会
教科書関係報告
病気療養児に関する実態状況報告
教育課程２次提出
学級編制申請

（共）高等学校及び特別支援学校に共通 
（高）高等学校 
（特）特別支援学校 

ToDoリストの抜粋



〇 方法：Formsによるアンケート調査（無記名式）

〇 対象：県内公立高校および特別支援学校教頭

〇 回答時期：令和７年１２月

〇 目的：

①教頭業務におけるToDoリストの活用実態を把握すること

②業務効率化および時間外在校時間等削減の効果を検証すること

③今後のToDoリスト改善に向けた課題と方向性を明らかにすること

〇 調査内容：

基礎データ（「所属」、「勤務年数」、「勤務校数」）

ToDoリストの満足度

時間外勤務の削減等に係るアンケート

研究方法（調査）



調査結果（検証結果①）

８５％ ９０％
全体の約８５％が「業務の
効率化に役立った」と回答。

経験年数１～２年目の教頭で
は約９０％が有用性を実感。

「年間の流れが把握でき、
早めの準備ができる」

「可視化されていることで、
心理的な安心感につなが
る」

「優先順位がつけやすく、
漏れを防止できる」

〇「業務効率化」の実感



調査結果（検証結果②）

５７．２％半数以上が「時間外在校等時間
の削減につながった」と実感。

〇時間外在校等時間の削減効果

１日あたり最大１時間の削減効果。
２時間超の時間外在校等時間削減に向けた有効な第一歩。

削減時間「30分未満」
削減時間
１時間以上１時間30分未満」

４２％ ４４％ １３％

削減時間「30分以上１時間未満」

削減できた時間



まとめ

●メールの連携

・メールで依頼された業務がToDoリストに自動反映

●校種別の最適化

・特別支援学校：「個別対応業務が多く、カスタマイズが必要」

・定時制・通信制：「時間管理の補助機能の強化」

調査から見えた「次なるニーズ」

●思考の外部化

・「頭の中だけでは管理しきれない」への対応

・タスクの抜け漏れを防ぐチェック機能と期限管理（リマインド）



今後の展望

●ToDoリストのブラッシュアップ

・リマインド機能、期限管理機能等の検討

●働き方改革の段階的実現

・副校長・教頭会研究会及び県立学校人事課と連携し、

実現可能な提案から速やかに現場へ導入

●新任教頭への継続的支援

・今年度の新任教頭を対象に改良版「ToDoリスト」の有効性の確認

研究から実装へ

□
□
□
□

「個人の努力」から「組織のシステム」へ
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